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月刊「あったかいご通信」を発行する土地活用研究会は、地域密着の建設会社が福祉施設の開

業をサポートする全国50社の国内最大級のネットワークです。毎月、業界の最新情報や成功

事例をお届けします。業界全般の最新情報や経営のコツ、利用者募集や人材マネジメントなど

リクエストも大歓迎です！
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社会福祉法人 協働の議論開始
人材不足などに対応

厚生労働省は4月19日、「社会福祉法人の
事業展開等に関する検討会」（座長＝田中
滋・埼玉県立大理事長）の初会合を開いた。

検討会では基本的な方向性として、人手不
足や地域の多様な福祉ニーズに対応するため、
社会福祉法人の協働化や大規模化は有効
だとした上で、合併のガイドライン策定や法人
間のマッチング支援を議題に挙げた。

委員からは、大規模化が効率化につながるか、
について多数の意見が出た。

松山幸弘・キヤノングローバル戦略研究所研
究主幹は「大きな法人の方が職員のレベルが
高い。１法人１施設はオーナーの意向が強く、
人が育ちにくい」と指摘。原田正樹・日本福
祉大副学長は「大きい方が研修の機会も多く、
参加もしやすい」とした。

一方、全国社会福祉法人経営者協議会
の宮田裕司氏は「優秀なトップがいると職員も
優秀。必ずしも小さな法人の人材の質が低い
とは思わない」と述べ、藤井賢一郎・上智大
准教授は「１法人が１施設から２施設にな
れば効率化するという単純な話ではない」とし
た。

合併に関しては「ニーズはそれほどないのでは。
法人の理念が合致しないと進まない」（日本
知的障害者福祉協会の久木元司氏）との
指摘があった。また、新たな連携法人制度に
ついては「ある程度の形が見えないと検討は難
しい」（全国老人福祉施設協議会の本永史
郎氏）など慎重な見方が多かった。

なお、厚労省は、合併時の会計処理の仕方
について整理する検討会を、６月ごろ立ち上
げるとした。

厚労省によると、社会福祉法人は全国に２
万８３８（２０１７年度）あり、年約１
７０のペースで増えている。サービス活動収益
は平均年５億４０００万円だが、約半数の
法人は３億円未満だった。

合併は年１０～２０件程度あり、理由は
「業績不振法人の救済」「人的資源や財務
資源の効率化・合理化」「役員の後継者不
足」の順に多い。合併で消滅した法人の収益
規模は、９割が年５億円未満だった。

合併した法人などへのヒアリングでは「所轄庁
が合併の手続きに疎い」「会計処理の不明な
点を明確にしてほしい」などの意見があった。
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